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（１）農業

〈農家収入の向上〉
〇近年、主業農家では収入は急速に増加し、他産業を上回る
状況。野菜・畜産は比較的高く水田作は低いなど、作目によ
り格差

〇農家収入の向上に向けた取組
・近年耕地面積の拡大を進め、R2で10ha以上が56％
・法人経営体数はH31で23,400に増加
・スマート農業、デジタル化の進展
・農林水産物の輸出は2019年までの７年間に倍増

〇農業関連所得や農業以外での収入の確保
・農業関連所得は増加傾向、半農半Xが進みつつある

〈食料自給率・自給力の向上〉
〇自給率はR1で38％、自給力指標においては、米・小麦中心
の作付けでは推定エネルギー必要量を下回って推移

〈担い手の確保〉
〇新規就農者は一定数いるものの、高齢化等により農業従事
者が大幅に減少し、農地が減少傾向

〈持続可能性〉
〇農林水産業や地域の将来も見据えた持続可能な食料シス
テムの構築が急務

現状と課題 取組の方向性

〇地域で一定の所得を得られる雇用の受け皿となり得る主業農
家の育成

〇マーケットインの発想に基づき、麦・大豆、野菜などの高収益
作物、新市場開拓用米など需要のある作物の生産を振興し、
所得を増大

〇農地の集積・集約化や法人化等による効率化
〇スマート農業の現場実装等による生産性向上
〇高付加価値化や輸出等のさらなる増加に向けた取組

〇食品産業等との連携や新規需要開拓、地域資源の活用
〇半農半Xの取組の推進に向けて検討中（テレワークを活用して、
他地域の仕事を兼業としてリモートで行うこと等を含む。）

〇食料安全保障に係る国民意識の醸成、国産農産物の需要の
喚起

〇普段は粗放的管理等を行いながら、危機の際には農地として
活用できる土地の確保に向けて検討中

〇農業は成長産業である旨のPR推進や、農地・資金等を確保し
やすくする等の新規就農支援等の取組の充実

〇上記生産性向上の取組による農業の省力化の推進
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持続可能な国土の形成のための基礎的要素（１）

〇食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベー
ションで実現する「みどりの食料システム戦略」の策定に向けて
検討中



持続可能な国土の形成のための基礎的要素（２）

〈カーボンニュートラルの実現〉

〇2050年までのカーボンニュートラル実現目標

・CO2排出量が多いのはエネルギー転換、産業、運輸部門

・電源構成としては火力で77%を占め、再エネは17%

（水力7.7%、太陽光6.0%、風力0.7%、バイオマス2.3%、地

熱0.2%）

〇再生可能エネルギー導入拡大の課題

①出力変動

②慣性力

③送電容量

（再エネポテンシャル地域と大消費地間に距離）

④コスト

⑤自然条件・社会制約

（適地が限定的、先行利用者・地域との調整等）

〇「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」の

推進
・電力部門の脱炭素化（再エネ、水素発電、火力＋CO2回収、原子力）

・電力部門以外は「電化」が中心。熱需要には水素化、CO2回収で対応

・「経済と環境の好循環」を作っていく産業政策

・政策ツールを総動員（予算、税、規制・標準化、民間の資金誘導等）

〇技術革新等の推進

（調整力の脱炭素化、疑似慣性力の開発等）

〇送電網の整備

〇地産地消型のエネルギー供給システムの推進、それに合わ

せた居住人口移動の検討

〇脱炭素化の重要性に係る国民理解の更なる促進

（土地・資源等の利用やコスト負担等に係る理解）

〇技術革新等の推進

（立地制約の克服が可能な技術、低コスト化等）
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（２）環境・エネルギー①

現状と課題 取組の方向性



〈エネルギーの地産地消の推進〉

〇地域の分散型エネルギーシステムの課題

・全国の自治体の9割で「エネルギー代金」の収支が赤字

・「需要家集めが困難」、「供給側実施体制の構築が困難」、

「資金調達が困難」等が事業検討中断・中止の主な理由

・事業化に至った要因としては、有力な地元企業の存在や行

政の協力体制が挙げられる

〇自家消費型の再生可能エネルギー導入の課題

・新築注文住宅のZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）率は

ハウスメーカーでは47.9%、一般工務店では8.2%

〈グリーンインフラ・Eco-DRRの推進〉

〇グリーンインフラ・Eco-DRRの推進の課題

・グリーンインフラ・Eco-DRRに係る認識不足

・整備・維持管理のための財源不足

〇エネルギーの地産地消による「エネルギー代金」の流出防止・

地域経済への貢献

〇官民協力による長期需要家の確保

〇技術革新等による販売価格の低減

〇投資の促進等の資金面での支援

〇ZEH普及促進に向けた取組の推進

〇大口需要家を取り込んだ導入促進等の工夫

〇グリーンインフラ・Eco-DRRの推進に係る国民意識の

更なる醸成

〇既存制度・民間資金等の連携・活用による資金確保の

枠組みの整備

3

（２）環境・エネルギー②

現状と課題 取組の方向性

持続可能な国土の形成のための基礎的要素（３）

（３）適正な国土利用の実現

・人口減少下の課題に対応した国土管理の在り方
・コンパクト＋ネットワークを含めた持続可能な地域づくり 等

別途、国土管理専門委員会で検討中



基礎的要素の現状と近年の主な変化

（１） 農業

（２） 環境・エネルギー

（３） 適正な国土利用の実現
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（出典）農業は農林水産省「経営形態別調査（個別経営）」、それ以外の産業は総務省「家計調査」世帯主の産業別１世帯当たり１か月間の収入と支出より国土政策局作成
注1 ：農業経営体（主業）を農家世帯とみなした（農業経営関与者数は2.5程度）。農家の収入は農業所得、農業生産関連事業所得、農外所得、年金等収入の合計（税込み収入）。農業以外
はそれぞれの経常収入（１か月を12倍した）を用いた。経常収入には勤め先収入（世帯主と配偶者、他の世帯員）、事業・内職収入、農林漁業収入、他の経常収入（年金等）も含む。

○ 産業別にみると、農業収入（主業農家）は2009年は卸売業、小売業に近い水準であったが、2018年では上位
２番目となっている。

注２ ：「経営形態別調査」と「家計調査」は別統計であることに注意が必要。 5



主副業別にみた農業経営体の収入
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（2018年）

注： 主業経営体は65歳未満の農業就業者がいる経営体のうち、農業所得が農外所得よりも多いもの。準主業経営体は65歳未満の農業就業者がいる経営
体のうち農外所得が農業所得よりも多い経営体。副業経営体は主業、準主業以外の経営体。

主業経営体 準主業経営体 副業的経営体 合 計

2015年 292 (21.8) 259 (19.3) 790 (58.9) 1,340 (100)

2020年 230 (22.2) 141 (13.6) 666 (64.2) 1,037 (100)

主副業別農業経営体数（個人経営体）（全国） （単位：千経営体、％）

（出典）主副業別農業経営体数は2020年農林業センサス、主業、副業別の農業経営体の収入は経営形態別経営統計（個別統計）より国土政策局作成

○ 主業経営体の割合は２割程度。

○ 農業経営体を主副業別にみると、主業経営体の収入が伸びている。



農家と勤労世帯の収入の推移
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（出典）農林水産省「経営形態別調査（個別経営）」、総務省「家計調査」より国土政策局作成
注１：農業経営体（主業）を農家世帯とみなした（農業経営関与者数は2.5程度）。農家の収入は農業所得、農業生産関連事業所得、農外所得、年金等収入の合計（税込み収
入）。勤労者世帯は世帯主が会社、官公庁、学校、工場、商店などに努めている場合をいう。経常収入を用いた。経常収入には勤め先収入（世帯主と配偶者、他の世帯員）、
事業・内職収入、農林漁業収入、他の経常収入（年金等）も含む。

○ 近年は農家（農業経営体（主業））の収入は増加しており、勤労者世帯よりも収入が多い傾向にある。

注２ ：「経営形態別調査」と「家計調査」は別統計であることに注意が必要。 7



地域別にみた農家と勤労世帯の収入の比較
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注２）地域区分について、 関東・東山は茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野。

（出典）農林水産省「経営形態別調査（個別経営）」、総務省「家計調査」より国土政策局作成
注１）農業経営体（主業）を農家世帯とみなした（農業経営関与者数は2.5程度）。農家の収入は農業所得、農業生産関連事業所得、農外所得、年金等収入の合計（税込み収入）。勤労者世帯は

世帯主が会社、官公庁、学校、工場、商店などに努めている場合をいう。経常収入を用いた。経常収入には勤め先収入（世帯主と配偶者）、事業・内職収入、農林漁業収入、他の経常収入
（年金等）も含む。

○ 地域別にみると、北海道、東海、九州が特に農業収入が多く、地域差が見られる。

注３）「経営形態別調査」と「家計調査」は別統計であることに注意が必要。 8



農業総産出額の推移

9（出典）農林水産省「生産農業所得統計」より国土政策局作成
注：その他は、麦類、雑穀、豆類、いも類、花き、工芸農作物、その他作物、加工農産物の合計。 （ ）内は、産出額に占める割合

注：農業総産出額は、
農業生産活動による
最終生産物の品目ご
との生産量（全国計）
に、品目ごとの農家庭
先販売価格（全国平
均）（消費税を含む。）
を乗じた額を合計して
求めたものである。

（単位：億円）

米 野菜 果実 畜産 その他 計

昭和59年
39,300 19,718 9,428 32,897 15,828 117,171

-1984
平成元

32,266 23,218 9,435 30,549 15,058 110,526
-1989

6
38,249 25,088 9,561 25,596 14,608 113,103

-1994
11

23,761 22,395 7,972 24,670 14,841 93,638
-1999

16
19,910 21,427 7,627 24,580 13,593 87,136

-2004
21

17,950 20,850 6,984 25,466 10,652 81,902
-2009

26
14,343 22,421 7,628 29,448 9,799 83,639

-2014
27

14,994 23,916 7,838 31,179 10,053 87,979
-2015

28
16,549 25,567 8,333 31,626 9,951 92,025

-2016
29

17,357 24,508 8,450 32,522 9,905 92,742
-2017

30
17,416 23,212 8,406 32,129 9,397 90,558

-2018

ピーク時 昭和59年 平成3年 平成３年 昭和59年 ｰ 昭和59年

○ 農業総産出額の合計は減少傾向が続いているが、野菜や畜産はピーク時の水準に達する状況。



作目別にみた個別経営の農業所得の推移

10（出典）農業経営統計調査の営農類型別統計より国土政策局作成

（単位：千円）
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○ 水田作の所得は他に比べて低い水準となっている。
〇 所得は増加傾向にはあるものの、変動がある。



新規就農者の経営作目

○ 新規参入者は野菜や果樹の参入が多い。

（出典）一般社団法人全国農業会議所 全国新規就農相談センター「新規就農者の就農実態に関する調査結果 －平成28年度－」より国土政策局作成 11



規模拡大の状況

12（出典）農林水産省 「2020年農林業センサス結果の概要（概数値）」より国土政策局作成

○ 農業経営体の経営耕地面積規模別に経営耕地面積の集積割合をみると、10ha以上の農業経営体が
56％を占め、５年前に比べて８ポイント上昇している。

経営耕地面積規模別経営耕地面積割合（全国）



農業経営の法人化

（出典）農林水産省 食料・農業・農村政策審議会企画部会（令和元年10月9日） 「参考資料2-1 担い手・労働力確保・農地・経営安定対策・収入保険に関する資料」 13



デジタルトランスフォーメーション（DX）により実現する農業の未来

（出典）農林水産省 「農業のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）について」（令和２年７月） 14



• あらゆる機器でデータを活用したスマート農業が展開
【目標】

・ロボット農機やドローン、環境制御システム等、あらゆるスマート農業機器で取得されたデータがクラウドに蓄積され、経営管理ソフト等で自由自在
にあらゆるデータを活用するデータ駆動型スマート農業が展開。
・高齢者や新規就農者でも思い通りで快適な農業生産を実現。
【技術開発】

・農業者のニーズを踏まえ、現場までの実装を視野に研究開発を実践し、様々な地域や品目に対応したスマート農業技術を現場で導入可能な価格
帯で提供。中山間や野菜、果樹向けのスマート農業技術のプロトタイプを開発（2020年度）、一貫体系の実現（2022年度）。
・オープンイノベーションの場に、幅広い層の農業者（組織経営体、家族経営体）の参画を促し、地域や品目の空白領域の研究開発を優先的に実
施。

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度～
2025年度

2026年度～
2030年度

研究開発

スマート
農業

有人監視自動走行トラクターの実用化・普及（民間企業）

自動走行田植機の開発・実証（民間企業）

2020年までにほ場間での移動を含む遠隔監視による無人
自動走行システムを実現

遠隔監視による自動走行トラクターの開発・実証
（農研機構/民間企業） 引き続き、開発・実用化に向けた検討

自動走行コンバインの開発・実証（民間企業）
実用化・普及

実用化・普及

現場実装に際して安全上の課題解決が必要な農業機械の実用化に合わせ、安全性ガイドラインを順次策定・充実

市販化・普及

要素技術開発フェーズ 実用化・実証開発フェーズ

○ロボット関連技術

ドローンの実用化・普及（民間企業）

自動選果システムの実用化・普及（民間企業）
アシストスーツの実用化・普及（民間企業）

自走式収穫ロボット（露地野菜）の開発・実証（大学/民間企業/農研機構等）

自走式収穫ロボット（果樹）の開発・実証（大学/農研機構等）

自走式収穫ロボット（施設野菜）の開発・実証（民間企業/農研機構等）
実用化・普及
実用化・普及

実用化・普及

運搬ロボットの開発・実証（民間企業等） 実用化・普及
自動走行草刈機の開発・実証（民間企業等） 実用化・普及

みちびき対応受信機の
開発・実証（民間企業） 実用化・普及 15

今後のスマート農業の研究開発の方向①

（出典）農林水産研究イノベーション戦略2020（2020年５月決定）



2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度～
2025年度

2026年度～
2030年度研究開発

スマート
農業

・革新的技術開発・緊急展開事業（経営体強
化プロジェクト）2017-2019

今後の研究開発（スマート農業）（続き）

施設の環境計測・制御装置の実用化・普及（民間企業）

遠隔病害虫診断システムの開発・実証（農研機構等）
技術継承システムの実用化・普及（民間企業）

搾乳ロボットの実用化・普及（民間企業）
家畜個体管理の実用化・普及（民間企業） （一部技術が開発中）

水田の水管理システムの実用化・普及（民間企業）

実用化・普及

要素技術開発フェーズ 実用化・実証開発フェーズ

○畜産

生産・経営管理システムの実用化・普及（民間企業）
○生産・経営管理、技術継承システム

○環境計測・制御関連技術

・戦略プロジェクト研究推進事業（人工知能未来農業創造プロジェクト）（2017-2021）

・新技術の開発
・新サービスの創出
・機器の低コスト化

・革新的技術開発・緊急展開事業（人工知能未来農業創造プロジェクト）
(2017-2020)

・スマート農業実証プロジェクト（2019-2020）

・SIP第1期次世代
農林水産業創造技
術（2014-2018）

・SIP第2期スマートバイオ産業・農業基盤技術（2018-2022）
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・スマート農業実証プロジェクト（2020-2021）

・次世代型農業支援サービスの創出(2020-)

今後のスマート農業の研究開発の方向②

（出典）農林水産研究イノベーション戦略2020（2020年５月決定）



スマート農林水産業の現場実装とデジタル政策の推進

17（出典）農林水産省 食料・農業・農村政策審議会企画部会（令和元年12月23日） 「資料1 農業生産基盤の強化に向けた対応について」より国土政策局作成

○ ドローンやIoT,AI等を活用してスマート農林水産業の現場実装を強力に推進する。
○ 全国148地区で実証。2021年度は、輸出重点品目の生産拡大やシェアリング等の新たな農業支援サービスな
どのテーマに基づいた実証を実施するとともに、デジタル技術の活用を促進する。



農村地域の関連所得の分野別の推移

（出典）農林水産省作成資料より国土政策局作成

○ 農村地域の関連所得は、農村の地域資源を活用した取組のうち、加工・直売等の７分野を対象に算出。
○ 全ての分野において関連所得は着実に増加しており、R７年度に4.5兆円とする目標が立てられている。

18

25年度 30年度 R7年度

加工・直売 0.4 0.5 1.06

輸出 0.2 0.3 1.20

都市と農山漁村の交流 0.4 0.6 0.65

医福食農連携 0.0 0.1 0.47

地産地消
（施設給食等） 0.1 0.1 0.20

ICT活用・流通 0.1 0.1 0.50

バイオマス・再生可能エネルギー 0.0 0.4 0.35

合計 1.2 2.1 4.5

（単位：兆円）



輸出促進等の展開について

19

○ 我が国の農林水産物・食品の輸出額は2019年に9,121億円となり、７年間で倍増。2025年までに2兆円、
2030年までに５兆円とすることを目指す。

○農林水産物・食品の輸出実績

出典：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成

（単位：億円）

（出典）農林水産省資料



半農半Xによる就農（島根県の事例）

20（出典）島根県農林水産部農業経営課 「「半農半Ｘ」をめぐる状況」（平成29年７月）より国土政策局作成

○ 平成29年３月末現在、50名を「半農半Ｘ実践者」として認定済。うち46名が現在も県内各地で半農半Ｘに取り組
んでいる。家族を含めると、これまで89名が定住・定着。

○ 「半農半Ｘ」パターンでは、「半農半農雇用」（自営＋他農業法人等での雇用）が最多。農業を通じた地域活性化
に寄与。その他、「半農半除雪」「半農半蔵人」等、特徴的な取組も見られる。

○ 半農半Ｘ実践者の中には、より農業に特化し、認定新規就農者へ移行する者も登場。
○ 半農半Ｘ実践者の約７割は、ふるさとしまね定住財団の産業体験事業を活用後就農。



○ 我が国の食料自給率は、長期的には低下傾向であったが2000年代に入ってからはほぼ横ばいで推移している。
○ 長期的に食料自給率が低下してきた主な要因としては、食生活の多様化が進み、国産で需要量を満たすことのできる米の消費

が減少した一方で、飼料や原料の多くを海外に頼らざるを得ない畜産物や油脂類等の消費が増加したことが影響している。

日本の食料自給率

出典：農林水産省「令和元年度食料自給率について」

食料消費構造の変化と食料自給率の変化食料自給率の長期的推移

21

（カロリーベース総合食料自給率 73%） （カロリーベース総合食料自給率 38%）

（出典）農林水産省資料より国土政策局作成



○ 食料自給力指標とは、我が国農林水産業が有する潜在生産能力をフルに活用（※）することにより得られる食料の供給熱量を示す指標。

○ 食料自給力指標は、長期的には農地面積の減少等により低下傾向で推移する中で、近年については、米・小麦中心の作付けでは、小
麦等の単収増加により横ばい傾向となっている一方、より労働力を要するいも類中心の作付けでは、労働力（延べ労働時間）の減少によ
り、減少傾向。

○ いも類中心の作付けでは推定エネルギー必要量を上回っている一方、米・小麦中心の作付けでは下回る。
○ 令和12年度における、農地確保・単収向上・労働力確保を見込んだ試算は、すう勢等による試算と比べて、米・小麦中心の作付け、いも
類中心の作付けともに供給可能熱量が押し上げられる。

日本の食料自給力

※例えば非生産作物（花き・花木）を栽培している農地や荒廃農地の食用作物栽培への転換等
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すう勢等による試算

（年度）

（kcal／人・日） いも類中心の作付け
（農地と労働力をともに最大限活用を目指す）

米・小麦中心の作付け

国産供給熱量

農地確保・単収向上
・労働力確保を
見込んだ試算

すう勢等による試算

農産物について再生利用可能な

荒廃農地においても作付けする場合

R１年度 R12年度

2,168

１人・１日当たり
の推定エネル
ギー必要量
（令和元年度）

農地確保・単収向上
・労働力確保を
見込んだ試算



農地面積の動向と見通し
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注： 令和13年以降は、仮にすう勢、施策効果が2050年まで同様の傾向とし
た場合について、国土交通省が単純推計したもの。

(万ha)

390万ha
(2040年)

○ 食料・農業・農村基本計画において、これまでのすう勢から令和12年時点の農地面積は392万haと見込まれる
が、施策効果により抑制され414万haの農地が確保されるとしている。

○ 食料自給力を維持・向上させるためには、農地と労働力の確保がカギとなる。
○ 魅力のある産業として新規の労働者を呼び込み、半農半Xなども通じて農村に居住する人を増やし、農地をフ
ル活用していくことが重要。

（出典） 「食料・農業・農村基本計画」（令和２年３月閣議決定）、農林水産省「耕地及び作付面積統計」を基に国土政策局作成



農業従事者数の見通し

24（出典）農林水産省「農業構造動態調査」より国土政策局作成

○ 基幹的農業従事者数が減少しており、現在の農地を維持するためには相当の規模拡大が必要。
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注：基幹的農業従事者は、自営農業に主として従事した世帯員のうち、普
段の主な状態が「主に仕事（農業）」である者
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（出典）農林水産省「農業構造動態調査」、「新規就農者調査」より国土政策局作成

○ 新規就農者数は一定数いるものの、大きく減少傾向にある基幹的農業従事者数の減少数を補える数には
なっていない。



新規就農時に苦労したこと

26

○ 就農時の苦労として農地、資金、営農技術が大きい。

（出典）一般社団法人全国農業会議所 全国新規就農相談センター「新規就農者の就農実態に関する調査結果 －平成28年度－」より国土政策局作成



若手農業者の考える現在の経営における課題

（出典）農林水産省 「平成29年度食料・農業・農村白書」より国土政策局作成

○ 労働力不足や販売価格、インフラなどが課題となっている。

27



世論調査における農林漁業に関するイメージ

28（出典）内閣府 「平成30年度 食と農林漁業に関する世論調査」の調査結果より国土政策局作成

○ 農林漁業のイメージとして、自分の裁量で働くことができることや自然の中で働くことができることがポジティブなイメージとして
半数以上を占める。他方、収入が不安定であることや肉体労働がきついというネガティブなイメージが半数以上を占めている。
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新規就農時に活用した支援

○ 助成金は国や市町村、研修は県や市町村、農地の斡旋は市町村の支援が多く利用されている。

（出典）一般社団法人全国農業会議所 全国新規就農相談センター「新規就農者の就農実態に関する調査結果 －平成28年度－」より国土政策局作成 29



① 地域内の分散し錯綜した農地利用を整理し担い手ごとに集約化する必要がある場合や、耕
作放棄地等について、農地中間管理機構が借受け

② 農地中間管理機構は、必要な場合には、基盤整備等の条件整備を行い、
担い手（法人経営・大規模家族経営・集落営農・企業）がまとまりのある形で農地を利用
できるよう配慮して、貸付け

③ 農地中間管理機構は、当該農地について農地としての管理

④ 農地中間管理機構は、その業務の一部を市町村・ＪＡ等に委託し、農地中間管理機構を中心
とする関係者の総力で農地集積・耕作放棄地解消を推進

出

し

手借受け

受

け

手貸付け

１． 農地中間管理機構の整備・活用 （法整備・予算措置・現場の話合いをセットで推進）

農地中間管理機構 （農地バンク）
（都道府県に１つ、農業公社を指定）

○ 今後10年間（2023年まで）で、担い手の農地利用が全農地の８割を占める農業構造を実現（農地の集積・集約化でコスト削減）

目 標

地域内の分散・錯綜した農地利用 担い手ごとに集約化した農地利用

Ａ

Ｂ Ｃ

農地の集積・集約化でコスト削減

農地の集約（イメージ）

農地中間管理機構（農地バンク）について

30（出典）農林水産省資料
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転貸面積

集積率 ＋3.1万㏊

＋2.3万㏊

○ 改正農地中間管理事業法（2020年４月完全施行）に基づき、地域の関係者一体で、2020年度に人・農地プランの実質化

を話合いにより集中的に推進し、実質化されたプランを核に担い手への農地の集積・集約化の具体化を順次進める。

○全耕地面積に占める担い手の利用面積のシェア

○農地バンクの取扱実績（転貸面積）
○人・農地プラン実質化の取組状況

地区数：18,826
（農地面積：180万ha）

地区数：48,790
（農地面積：212万ha）

67,616地区（392万ha）

既に実質化されている地区 実質化に取り組む地区

（注）人・農地プラン実質化の取組状況における農地面積は、市町村の報告ベースであり、
耕地及び作付面積統計による耕地面積とは必ずしも一致しない。

対 応 方 針

（万ha）（％）

うち機構転貸
＋1.6万㏊

うち機構転貸
＋1.5万㏊

目標 2023年に８割

31

農地バンクによる農地の集積・集約化

○ 農地バンクを創設した2014年以降、担い手への農地集積は上昇。2019年度は2.3万ha増加し、そのシェアは
57.1％となった。

○ 農地集積・集約の加速化に向けた地域農業の点検の取組である人・農地プラン（地域農業の将来の設計図）
の実質化については、既に実質化されている地区が18,826地区、工程表を作成して実質化に取り組む地区
が48,790地区となった。

（出典）農林水産省資料



収入保険、農業共済、ナラシ対策、野菜価格安定制度の概要

（出典）食料・農業・農村政策審議会企画部会（令和元年10月9日） 「参考資料2-1 担い手・労働力確保・農地・経営安定対策・収入保険に関する資料」 32
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基礎的要素の現状と近年の主な変化

35

（１） 農業

（２） 環境・エネルギー

（３） 適正な国土利用の実現



2050年カーボンニュートラルの実現に向けて

産業・運輸等の各分野におけるイノベーションの推進

○ 2020年10月、日本は「2050年カーボンニュートラル」を宣言した。

10月26日総理所信表明演説（抜粋）
＜グリーン社会の実現＞
我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボン
ニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言いたします。

カーボンニュートラルへの転換イメージ

（出典）内閣府 第6回成長戦略会議 「資料１ 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」より国土政策局作成

燃料電池バス CO2回収プラント

再造林を含む森林の吸収源対策

等

36



カーボンニュートラルの実現目標について（世界）

37
（出典）経済産業省 第2回 中央環境審議会地球環境部会 中長期の気候変動対策検討小委員会 産業構造審議会産業技術環境分科会

地球環境小委員会地球温暖化対策検討ワーキンググループ 合同会合 「資料3 ２０５０年カーボンニュートラルを巡る国内外の動き」より国土政策局作成

○ 2050年までカーボンニュートラルに賛同している国は123カ国・1地域※。
○ バイデン大統領の公約では国内排出を2050年カーボンニュートラルにする長期目標があり、中国は

2060年カーボンニュートラルを表明。



2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

38（出典）内閣府 第6回成長戦略会議 「資料１ 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」
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2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

（出典）内閣府 第6回成長戦略会議 「資料１ 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」
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2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

（出典）内閣府 第6回成長戦略会議 「資料１ 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」



日本の現在のCO2排出量

41（出典）資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第３３回） 「資料 ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた検討」より国土政策局作成

○ 日本の CO2 排出量は、世界で５番目。 CO2 排出の内訳の大半はエネルギー起源が占める。
○ エネルギー起源の中でも、エネルギー転換部門（発電所や製油所）からの排出量が最も多くなっている。



電源構成・再生可能エネルギー導入率進捗率

42

○ 日本全国の電源構成について、２０１８年度では火力発電が77%を占めており、再生可能エネルギーの構成割合は17％
となっている。

○ 再生可能エネルギーの中でも、構成割合として水力発電が一番多く7.7％、次いで太陽光が6.0%である。
○ 2030年のエネルギーミックスに対する現在の再生エネルギー導入率は、太陽光・中小水力で約9割弱であるが、風力、地

熱では約4割と、再生可能エネルギーでも差がある。

（出典）資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第３３回） 「資料 ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた検討」より国土政策局作成



カーボンニュートラルの先進事例（デンマーク）

43

現行エネルギー政策
「The Energy Agreement of 2018」

（2018年6月）

①2030年までに、洋上風力発電所のコストが過
去実績よりも大幅に現作用することを前提とし
て、3ヶ所合計で2,400MWの洋上風力発電所を
建設すること。

②デンマーク・クローネ（DKK）42億を陸上風力、
太陽光等の異なる種別の発電設備を競わせ、
最も安価な単価を示した事業者に落札させる入
札方式で発注すること。

③DKK40億をオーガニック由来のバイオ燃料を
利用したグリーンバイオマスの入札に使用する
こと。

（出典）平成31年度燃料安定供給対策に関する調査（諸外国のエネルギー政策動向及び国際エネルギー統計等調査事業）諸外国のエネルギー政策動向に関する調査報告書
－経済産業省資源エネルギー庁委託調査－より国土政策局作成

○ デンマークの発電電力量の構成について、2018年時点で発電量の69%が再生可能エネルギー由来の電力である。
○ デンマークはパリ協定以前の2011年2月に「Energy Strategy 2050」を発表し、2050年脱化石燃料を宣言した。
○ 2018年6月には2020年以降のエネルギー政策である「The Energy Agreement」の調印があり、2030年までに同国のエネ
ルギー消費の50%、電力消費に関しては全量が再生可能エネルギー由来の電力により賄われることになった。

（出所）World Energy Balances 2019 
extended edition database, IEA

発電電力量構成

具体的な施策



電源別（再生可能エネルギーのみ）の発電量推移
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○ 2010年から2019年にかけて、ほとんどの電源の発電量が横ばいであるのに対し、太陽光発電の発電量が
最も増加しており、9年間の間に20倍近くの発電量となっている。

（出典） 「総合エネルギー統計（1990～2019年度速報）」「4.電源構成(発電量）」より国土政策局作成



再生可能エネルギー導入拡大の課題
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○ カーボンニュートラルの実現に向けて、再エネの主力電源化の取組をさらに加速化していく必要があるが、
大量導入にあたっては様々な課題が存在。

出力変動
（調整力の確保）

• 太陽光発電や風力発電は、季節や天候などによる出力（発電）の変動が大きく、需給を一致
させる「調整力」が必要。現在では火力・揚力に依存。

コストの受容性

• 例えば太陽光発電であれば、火力発電と比べても発電コストに占める建設費や工事費などの資
本費が大きくなっている。

• さらに、再生可能エネルギーの適地は限られてるため、その中で大量導入を進めると工事費の
コストが高くなるおそれ。

自然条件や
社会制約

• 再生可能エネルギーの発電条件に適した土地（平地や遠浅の海）が少ない。
• 他の利用（農業・漁業・温泉地 等）との調整が必要。

系統の安定性維持
（慣性力の確保）

• 突発的事故の際に周波数を維持しブラックアウトを避けるため、系統全体で
一定の「慣性力」の確保が必要だが、太陽光や風力は慣性力を有していない。

送電容量
（再エネ利用適地
と需要地の不一致）

• 再生可能エネルギーの利用適地とエネルギー需要地との間に距離があり、日本全国として利
用拡大が進まない。

（出典）資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第３３回） 「資料 ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた検討」より国土政策局作成



送電容量の確保（再エネ利用適地と需要地の不一致）
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○ 東北や北海道等の地方においては、地域に必要なエネルギーの需要を上回る再エネのポテンシャルがある
（青色）。

○ 都市部などにおいては、必要なエネルギー需要を再エネで賄うことができない場合（赤色）も多く、農村から
都会に再エネを供給するといった地域間の連携も必要である。

○ 再生可能エネルギーが作りすぎた電力を余っている東北、北海道といったエリアから関東圏等に送電する
ことができれば、広域的に需給バランスを取ることが可能になる。

（出典）国土の長期展望専門委員会（第2回） 「資料１－２ 環境省発表資料」及び
資源エネルギー庁「「法制度」の観点から考える、電力のレジリエンス ③被災に強く再エネ導入にも役立つ送配電網の整備推進」より国土政策局作成

余った電力を送電

広域的に需給バランスにつながる

発電過剰

発電過小



我が国の洋上風力発電のエリア別の導入イメージと取組状況

（出典） 「第１回洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会（2020年7月）（事務局：経済産業省資源エネルギー庁及び国土交通省港湾局）資料３」 及び
「第２回洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会（2020年１２月）（事務局：経済産業省資源エネルギー庁及び国土交通省港湾局）資料２-１」より国土政策局作成 47

洋上風力発電のエリア別の導入イメージ 取組状況

〇 2016年に港湾法を改正し、港湾区域内の
洋上風力発電の占用公募制度を導入

〇 下図の６港で占用予定者が決定、合計約
６５万kWのFIT認定済

〇 洋上風力発電の導入推進に向け、2019年
4月に再エネ海域利用法を施行し、一般海
域において、国が洋上風力を実施可能な
促進区域を指定し、公募により事業者を
選定、長期占用を可能とする制度を創設

北九州港
鹿島港

むつ小川原港

石狩湾新港

秋田港

能代港

【洋上風力発電の導入が計画されている港湾】



再生可能エネルギーの発電コスト

48（出典）資源エネルギー庁「第７回総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 長期エネルギー需給見通し小委員会 発電コスト検証ワーキンググループ」 （2015年5月）より国土政策局作成

○ 「発電コスト検証ワーキンググループ」での試算では、2014年の1kWhあたりの火力発電のコストは、石炭を
使った場合が12.3円、天然ガスを使った場合が13.7円、原子力は10.1円程度である。

○ 一方、1kWhあたり風力発電（陸上）は21.6円、太陽光（メガソーラー）は24.2円、太陽光（住宅）は29.4円程度
であり、火力発電のコストと比較しても高いコストとなっている。

○ 再生可能エネルギーの発電コストの中で一番大きなコストは、発電コストに占める建設費や工事費といった
資本費である。



電源別の導入拡大に向けた課題
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太陽光発電 風力発電 地熱発電 中小水力発電 バイオマス発電

自然
条件

他国より日射量が少ない

平地面積が少なく、適地
が限定的

開発による適地の減少
により、工事費等のコス
トが上昇

平地面積（陸上
風力）・遠浅の
海（洋上風力）
が少なく、適地
が限定的

開発リスク及び
開発コストの高
さ

火山地帯に偏
在し、適地が限
定的

適地が限定的、
かつ小規模な発
電量（ほぼ1万
kW未満）
奥地化に伴う開
発リスクの増大

利用できる国内
のバイオマス資
源が限定的

バイオマス資源
の国外依存

社会
条件

景観、安全面での地域ト
ラブル
農地利用との調和確保

住宅は、初期投資負担・
屋根構造（耐荷重・屋根
の向き）

工場・倉庫等の建物は屋
根の耐荷重不足

景観や環境へ
の配慮、土地の
確保の困難さ

漁業者等の先
行利用者及び
地域との調整が
必要

温泉資源への
影響懸念のた
め、地元の理
解促進が必要

関係法令の規
則により、許認
可が必要な地
点が多い

既存権益者（水
利権者・漁業者
など）との協議
や環境調査（猛
禽類生息調査
等）などに時間
を要する

コストの高止まり
（燃料費が発電
コストの7割を占
めている）

○ 共通して多く見られるものとして、自然条件では「適地が限定的」であること、社会条件では「地域との調整・
協議」が挙げられる。

（出典）資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第３３回） 「資料 ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた検討」より国土政策局作成



分散型エネルギーの一般的な意義
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○ 分散型エネルギーの意義については、「非常時のエネルギー供給の確保」、「エネルギーの効率的活用」等。
○ カーボンニュートラルの実現に対しては、「エネルギーの効率的利用」が特に貢献すると考えられる。

（出典）資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 長期エネルギー需給見通し小委員会（第６回会合） 「資料１ 分散型エネルギーについて」より国土政策局作成
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地域循環共生圏

地域の分散型エネルギーシステム

○環境省の第五次環境基本計画では、国連「持続可能な開発目標」（SDGs）や「パリ協定」といった世界を巻き込む国際な潮
流や複雑化する環境・経済・社会の課題を踏まえ、複数の課題の統合的な解決というＳＤＧｓの考え方も活用した「地域循環
共生圏」を提唱。

○ 「地域循環共生圏」とは、各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会を形成しつつ、

地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方であり、視点の
１つとして、自律分散型の「エネルギー」システムが提案されている

（出典）環境省 「地域循環
共生圏（日本発の脱炭素
化・ＳＤＧｓ構想）」より国土
政策局作成
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地域内総生産に対する「エネルギー代金」の流出

（出典）環境省 第３回令和２年度地球温暖化対策の推進に関する制度検討会（資料２）より国土政策局作成

○ 全国の自治体のうち9割が、「エネルギー代金」（電気、ガス、ガソリン等）の収支が赤字。7割が地域内総生産
の5％相当額以上、151自治体で10％以上の地域外への資金流出を招く。

○ 地域において再生可能エネルギーを活用した自律分散型エネルギーシステムを構築することは、地域経済の
課題にも貢献する。



地域の分散型エネルギーシステムの事業化の課題

53

○ 事業化可能性調査やマスタープランの策定を行ったものの、その後の設備導入には至らなかった事業にお
ける検討中断・中止理由としては、「需要家の確保が困難であった」、「供給側実施体制構築が困難」、「資金
調達が困難」という項目が多く挙げられていた。

（出典）一般社団法人 低炭素投資促進機構 「地域の特性を活かした地産地消の分散型エネルギーシステム構築ガイドブック」より国土政策局作成



供給側実施体制構築について

54（出典）総務省「地方公共団体における分散型エネルギーインフラ事業の実現に向けたハンドブック」より国土政策局作成

○ 事業化に至った要因として、「地域内にエネルギー事業を推進できる有力な地元企業が存在したこと」と官と民
の協力体制による既存の推進母体（地域エネルギー事業体等）があったこと」等、民間企業との連携が挙げら
れている。

○ また、「担当部署の意欲的な姿勢」「首長の強いリーダーシップ」「庁内推進体制があったこと」、また「行政計画
の中に事業が位置付けられていること、もしくはその予定があること」など、庁内の推進体制構築に係る事項も
多数挙がっている。



地域への再生可能エネルギーの導入事例（長野県飯田市）
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○ 2004年から、飯田市を中心とした南信州地域においてエネルギーの地産地消を進める「おひさま進歩エネ
ルギー株式会社」は、日本初の大規模な太陽光発電の市民出資による「南信州おひさまファンド」を創設し、
保育園や公民館等の屋根等に計351か所・6,700kWの太陽光発電を導入。

○ 太陽光発電だけではなく、小水力や木質バイオマスの利用等の取組も進められており、例えば、上村地区
において、地域住民主体の事業化によって、地域活性化につなげる小水力発電事業の検討が進められる
など、エネルギーの地産地消を通じて、地域の課題解決につなげようとしている。

（出典）環境省「平成29年 環境白書」より国土政策局作成



実施主体：ほうとくソーラー１株式会社
発電設備：太陽光発電設備
発電容量（再生エネルギー分）：984kＷ（一般家庭約300世帯分）

（出典）小田原市「地域にひとつ！エネルギープロジェクト！！」、ほうとくエネルギー株式会社「ほうとくエネルギー株式会社とは」より国土政策局作成 56

地域への再生可能エネルギーの導入事例（神奈川県小田原市（久野地区））

○ この事業の実施主体である「ほうとくソーラー１株式会社」は、匿名出資組合方式によるいわゆる「市民ファンド」
による資金調達を実施し、事業を実施している。

○ 本事業は、小田原市地元企業による太陽光発電施行ＪＶに発注などをし、地元経済の活性化に貢献している。
また、停電時には、パワーコンディショナーを自立運転させることで発電電力の供給ができる仕様になっており、
防災対策にも寄与することから、「小田原市市民参加型再生可能エネルギー事業」の認定を受けている。

太陽光発電設備
事業スキーム



取組事例②
●静岡県浜松市

実施主体：浜松新電力
発電設備：太陽光発電設備（36.0%）

バイオマス発電（ごみ発電）（40.0％）
その他（24.0%）

発電容量：16,880kＷ（一般家庭約5,115世帯分）

太陽光発電設備

バイオマス発電（ごみ発電）設備

事業スキーム

（出典）環境省「地域新電力事例集」、浜松新電力HPより国土政策局作成 57

地域への再生可能エネルギーの導入事例（静岡県浜松市）

○ この事業の実施主体である「浜松新電力」は、浜松市と8つの民間企業からの出資により事業を実施してお
り、浜松市内エリアに対し再生可能エネルギー電源を中心とした電力の供給を実施している。

○ 市内の再生可能エネルギー発電所等の電気を公共施設（市内小中学校など）等で地産地消を行っており、
その地産地消率は年平均80%と高い水準となっている。地域内消費や雇用の創出等により、域内の経済
活性化にも貢献を実施している。



58（出典）資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会資料 再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会（第１８回） 「資料2 「再エネ型経済社会」の創造に向けて」より国土政策局作成

○ 新築注文住宅におけるZEH供給において、ハウスメーカーのZEH率は約５割であり、中小工務店は１割未満。
ハウスメーカーの更なるZEH供給割合の向上と、中小工務店におけるZEH実績積み上げが課題。

○ 大口需要家では、需要家にとって初期コストや維持管理コストなしで発電設備等を設置できる新たな枠組みであ
る、需要家が裨益する形でのオンサイトＰＰＡ（Power PurchaseAgreement）モデル等にて太陽光発電設備等を
設置する民間事業者に対して設置にかかる費用の支援も活用しながら、需給一体型再エネの普及を進める。

自家消費型の再生可能エネルギー設備の導入状況



グリーンインフラの推進により対応すべき我が国の課題

59（出典）国土交通省総合政策局環境政策課 「グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のより良い関係を目指して～ 」

○ 国土形成計画（平成２７年８月閣議決定）、第４次社会資本整備重点計画（平成２７年９月閣議決定）から、グ
リーンインフラ推進により対応すべき課題は、「国土の適切な管理」「安全・安心で持続可能な国土」「生活の
質の向上」「人口減少・高齢化に対応した持続可能な社会の形成」とされている。



グリーンインフラを取り巻く国内外の動向（国外）

60（出典）国土交通省総合政策局環境政策課 「グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のより良い関係を目指して～ 」

○ 国際会議等で、生物多様性の観点から、グリーンインフラの類似概念のひとつで、防災・減災対策におけるリス
ク脆弱性低減に、自然環境の機能を活用することを基本とした「eco-DRR」という概念が取り上げられている。

○ G7伊勢志摩サミット決定文書「質の高いインフラ投資の推進のためG7伊勢志摩原則」では、「質の高いインフ
ラ投資」要素のひとつとして国家及び地域レベルにおける気候変動と環境の側面を含んだ経済・開発戦略との
整合性の確保の原則が掲げられ、その中でグリーンインフラについて言及があった。



グリーンインフラを取り巻く国内外の動向（国外事例）

61

○ グリーンインフラは、米国で発案された社会資本整備手法で、自然環境が有する多様な機能をインフラ整備に
活用するという考え方を基本としており、近年欧米を中心に取組が進められている。

○ 導入目的や対象は、国際的に統一されておらず、非常に幅広い。
－米国では都市の緑地形成（雨水管理等の観点）に力点をおいている一方、英国は様々な利益を得ることを目的。また、EU
では生物多様性保全、カナダやOECD(Green Growth)では、低炭素を含む環境問題全般を対象。

（出典）国土交通省総合政策局環境政策課 「グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のより良い関係を目指して～ 」



グリーンインフラに対する認知

62

○ 自治体におけるグリーンインフラの認知状況として、東京２３区、政令指定都市、中核市の自治体のグリーン
インフラの認知状況を見ると、全体としてグリーンインフラについて「理解し、議論もしている」「理解している」
は４割未満であり、自治体での理解はまだ進んでいない。

○ 自治体別に見てみると、政令指定都市では、グリーンインフラについて「理解し、議論もしている」「理解してい
る」と回答した自治体が５割以上となっているが、中核市では２割程度となっている。

（出典）国土交通省「グリーンインフラ懇談会 第１回 資料３」 （主要な行政計画へのグリーンインフラの位置づけに関する現状調査（2018年11月実施））より国土政策局作成

自治体におけるグリーンインフラの認知状況

（調査概要） 対象都市：東京23区、政令指定市（20）、中核市（54）、
対象課：総合計画、都市計画マスタープラン、緑の基本計画、環境基本計
画、生物多様性戦略、その他（総合治水計画等）の担当課室



整備・維持管理のための財源不足

63（出典）環境研究総合推進費 自然共生領域 環境問題対応型研究
「グリーンインフラと既存インフラの相補的役割－防災・環境・社会経済面からの評価（研究期間 H30年度-R2年度）」での調査結果をもとに国土政策局作成

62.1%

63.7%

69.2%

39.8%

46.5%

53.1%

52.3%

2.6%

1.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

国の指針等により、グリーンインフラや

Eco-DRRの必要性を明示することが必要

グリーンインフラやEco-DRRに関する
関係者の理解醸成が必要

グリーンインフラやEco-DRRの整備、
維持管理のための財源確保が必要

グリーンインフラやEco-DRRの整備効果
（メリット・デメリット）に関する評価と

そのための評価マニュアルが必要

グリーンインフラやEco-DRRに関する知見を
有する専門家、技術者が必要

グリーンインフラやEco-DRRの推進に関する
庁内の連携体制の構築が必要

グリーンインフラやEco-DRRに関する
一般市民の認知を高めていくことが重要

その他

不明

全体（N=686）

○ 各自治体の環境行政担当者へのアンケート結果によると、「グリーンインフラやEco-DRRを推進する上での
課題」として、「グリーンインフラやEco-DRRの整備、維持管理のための財源確保が必要」の割合が最も高
く、69.2%となっている。



○ ESG投資は、従来の財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）要素
も考慮した投資のこと。

○ 日本においても、投資にESGの視点を組み入れることなどを原則として掲げる国連責任投資原則（PRI）に、日
本の年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が2015年に署名したことを受け、ESG投資が広がっている。

○ 日本では2014年から2018年の４年間で投資規模が70億ドルから2.18兆ドルに拡大している。

ESG投資とは

64

PRI署名投資機関数の推移

（出典）資源エネルギー庁 「エネルギー白書２０２０」より国土政策局作成



基礎的要素の現状と近年の主な変化

65

（１） 農業

（２） 環境・エネルギー

（３） 適正な国土利用の実現



⃝ 人口減少に対応しつつ、国土を適切に管理するとともに、これを好機ととらえた自然環境、生活
環境等の改善を進めることにより、美しい国土を守り次世代に継承するための以下の事項につい
て調査。
• 人口減少に対応した国土の利用・管理のあり方
• 国民の参加による国土管理等

国土管理専門委員会（概要）

任務・使命

委員名簿

浅見 泰司 東京大学大学院工学系研究科教授

飯島 淳子 東北大学公共政策大学院教授

一ノ瀬 友博 慶應義塾大学環境情報学部教授

大原 美保 土木研究所水災害・ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ国際ｾﾝﾀｰ主任研究員

瀬田 史彦 東京大学大学院工学系研究科准教授

土屋 俊幸 東京農工大学名誉教授

◎中出 文平 長岡技術科学大学副学長

中村 太士 北海道大学大学院農学研究院教授

広田 純一 岩手大学名誉教授

（特定非営利活動法人）いわて地域づくり支援センター 代表理事

山野目 章夫 早稲田大学大学院法務研究科教授 66

（◎委員長）



・国土利用計画（市町村計画）を「国土・土地
利用に関する市町村のマスタープラン」として
活用し、市町村レベルで地域構造の転換を図っ
ていくことを提言

【2018年とりまとめ】（H30.6）
「人口減少下の持続可能な国土の利用・管
理のために」

・持続可能な国土管理のあり方について実際に市
町村・地区レベルで検討するに当たり、各地域が
共通して直面することが多い課題と解決の方向性
について、第２次国土形成計画や第５次国土利用
計画(全国計画)に位置づけられた「複合的な効果
をもたらす施策」や「選択的な国土利用」という
視点も踏まえつつ、地域における取組事例から得
られた教訓を中心に分類・整理

【2019年とりまとめ】（R元.5）
「将来的に放置されていくことが予想される
土地の管理のあり方」

・実際に2018年とりまとめで示した解決の方向性
に沿って土地の使い方を検討したとしても、放置
以外の選択肢をとることが困難な土地が数多く存
在する地域において、土地の放置により発生する
悪影響が無視できるレベルに小さい場合には、必
要最小限の管理も選択肢の一つとして土地の管理
のあり方を検討していく必要性を提言

国土管理専門委員会のこれまでの４カ年の検討経緯

・2019年とりまとめで提起した管理構想につい
て、中山間地域だけでなく都市郊外部の宅地を
中心とした地域、宅地や農地などの地目の混在
が見られる地域及び平野部の農地を中心とした
地域における適用可能性を整理

5か年の議論を踏まえて、
国土の管理構想を策定【2021年春頃】

【2017年とりまとめ】（H29.5）
「これからの国土利用・管理に対応した国
土利用計画（市町村計画）のあり方」

【2020年とりまとめ】（R2.10）
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【市町村】現状把握と将来予測を前提として、市町村土全体としてどのような管理の在り方（市町村及び地域として管理すべきエリアと対応
すべき課題を含む。）を目指すのかを示し、市町村管理構想図として地図化する。

【国】長期的視野・広域的視点からの国土全体の管理の在り方として、考慮すべき視点や分野間の調整点・統合的考え方を示す。

国、都道府県、市町村及び地域の各レベルにおいて対応すべき管理の在り方や、各レベルの役割分担、連携・調整の考え方を提示。

【地域】住民自ら、地域の現状把握及び将来予測を前提とした地域の将来像を描き、土地の管理の在り方について地域管理構想図として
地図化するとともに、管理主体や管理手法を明確にした行動計画を示す。

国、都道府県、市町村、地域ごとの国土の管理構想の関係性

○「国土の管理構想」とは
地目横断的、複合的、他の地域へ影響する課題等の人口減少下の国土管理上の課題に対応した国土管理の在り方として、国
土利用計画で示された「複合的な施策の推進」と「国土の選択的利用」による適切な国土管理を「国民的経営」のもと進めていくた
めの視点・方策を具体化して体系的に示す。各個別分野の考え方だけでなく、その間調整点・統合的考え方を示すものとする。
＜課題に対応した国土管理の視点の例＞
・地域の担い手不足を踏まえた管理の視点
・災害リスクを低減するまちづくり・地域づくりの視点
・良好な水循環の確保や生物多様性保全の視点
・地域資源としての地域固有の文化・景観保全の視点 等

○国土の管理構想の体系
・国土利用計画体系に位置付け、国、都道府県、市町村、地域ごとに管理構想を策定する。

【都道府県】現状把握及び将来予測を前提として、都道府県土全体としてどのような管理の在り方が目指すのかを示す。

都道府県として管理すべきエリアと市町村、地域で対応すべき課題について判断するための視点を示し、隣接する市町村管理構想間の
調整を行う。

策定に向けた人材や知見（データ等）の支援、市町村への働きかけ等

市町村管理構想の一部として編入 策定に向けた人材や知見（データ等）の支援、地域への働きかけ等
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地域管理構想

持続的な土地の管理の在り方検討フロー図

〇地域管理構想図
（一部抜粋）

長野市中条地区の事例

地域においてワークショップを実施し、地
域住民自ら現在の土地利用や管理の状
況の把握を行い、10年後の将来予測を
行う。
フロー図を参考に地域で選択した土地の
使い方を具体的に地図上で見える化す
る（複数の地域管理構想図を描く）。
必要最小減の管理とは、管理のための
物理的行為は行わない土地のことをい
う。具体的には、悪影響が起きないか見
守り活動のみは行う土地を指す。

グッドシナリオ
地域として貴重な農地
である栃倉の棚田、田
沢沖の棚田（棚田百選）
は利用を継続

獣害の拡大が想定
されるため、現行管
理されている森林を
引き続き管理

機械が入れる
比較的条件の
良い農地は将
来の住民が活
用できるよう保
険として管理

棚田のどちらかは、
耕作を諦めざるを得

ない

バッドシナリオ

獣害の拡大が想定
されるため、現行
管理されている森
林を引き続き管理

将来の居住者
が少ないこと
が想定され、
人手をかけな
いこととする
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○ 地域管理構想とは、住民自ら、地域の現状及び将来予測を前提とした地域の将来像を描き、土地の管理の
在り方について地域管理構想図として地図化し、管理主体や管理手法を明確にした行動計画を策定するもの。



持続可能でコンパクトな地域づくり （コンパクト＋ネットワークの推進）

集落

集落
集落

集落

公民館・図書館

診療所

郵便・ATM
学校・福祉施設

ガソリン
スタンド

道の駅

集落コンビニ・
農産物出荷拠点

コミュニティバス等

○小さな拠点の形成

・知恵を絞って地域の将来像を構造的に考えることが重要

※上記は例示であり、地域の実情に応じて様々な拠点の形があり得る。

○ 少子高齢化を迎える中、「コンパクト＋ネットワーク」の推進により、各地域の各種サービス機能をコンパクトに集約
するとともに、各地域を交通や情報通信等のネットワークでつなげることにより一定の圏域人口を確保し、生活に必要
な機能を維持することを図っている。

（関連）個性ある地方の創生に向けた取組例

Ｚ

公共交通沿線への居住の誘導

拠点エリアへの医療、福祉等の
都市機能の誘導

拠点エリアにおける循環型の
公共交通ネットワークの形成

歩行空間や自転車利用環境の整備
コミュニティバス等による
フィーダー（支線）輸送

立地適正化計画

地域公共交通計画
連携

乗換拠点の整備

拠点間を結ぶ交通サービスを充実

デマンド型乗合タクシー等の導入

地方部・集落におけるコンパクト＋ネットワーク

※国土形成計画（全国計画）（H27.8）より
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・地域消費型産業の生産性向上

・「地域発イノベーション」の創出、「起業増加町」の醸成

・地域資源を活かした産業の強化、海外展開

・「人の対流」の推進： 移住・住み替え、二地域居住

都市部におけるコンパクト＋ネットワーク

○多極ネットワーク型コンパクトシティの形成


